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【研究要旨】 
 本研究は、日本全国で地域や障害種別、障害の軽重による格差なく、ICF の視点を重視し障害児

に対して合理的配慮が適切に行え、障害児のソーシャルインクルージョンを実現するために相談支

援専門員が活用できるガイドラインの作成を行うことを最終目標として、令和 2 年度は、ガイドラ

インの理念を創設し、相談支援専門員、保護者、自治体に対する面接調査によって、現状と課題の

把握を目的として実施した。 
 ガイドラインの理念として、研究班の合議によって、①地域アセスメント、②地域資源に関する

情報収集、③障害特性を含めた子どもに関するアセスメント、④（アセスメント結果に基づく）障

害児支援利用計画案作成、⑤サービス利用の評価（モニタリングを含む）、⑥ライフステージに沿

った移行支援、⑦関係機関との連携、⑧家族支援（家族のアセスメントを含む）の 8 つが決定し

た。27 名の相談支援専門員、14 名の保護者、8 自治体が研究に約 1 時間の面接調査に参加し、面

接内容について、KJ 法を援用して心理学を専門とする 3 名で分析した結果、8 つの各理念の現状

と課題が整理された。地域アセスメントと地域資源に関する情報収集に関しては、地域特性や障害

児支援事業所の特長について、できる限り一元管理する方法、および利用者にとっても相談支援専

門員にとっても有用となる情報の整理の方法を検討する必要性が示された。また、障害児本人と家

族のアセスメント、それに基づく障害児支援利用計画書、モニタリングとそれに基づく利用計画の

見直し、ライフステージに沿った移行支援は、一体的に実施される必要があり、そのためにも胸痛

で使用できるアセスメントシートを作成するなど、アセスメントとモニタリングのスタンダードを

分かりやすく示す必要性が明らかとなった。連携に関しては、連携対象や機関の都合等もあるた

め、地域の関係機関が分野を超えて連携していく仕組みづくりを自治体が先導していくことが求め

られると考えられる。以上より、障害児相談支援のガイドラインの整備が急務であることが改めて

確認された。 
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Ａ. 研究目的 

平成 22 年 4 月に「障がい者制度改革推進本部

等における検討を踏まえて障害者等の地域生活

を支援するための関係法律の整備に関する法律」

（以下、改正法）が成立し、平成 24 年より相談支

援の仕組みが大きく変化した。同年、児童福祉法

の一部改正により障害児通所支援が児童福祉法

に位置づけられ、これらのサービスと関係機関を

総合調整する障害児相談支援事業が創設された。

障害児相談支援事業にケアマネジメント手法が

導入されたことに伴い障害児相談を担う相談支

援専門員は障害児と家族に対して継続的な相談

支援が可能になった。しかしながら、事業が創設

され約７年が経過した現在も、児においてはセル

フプラン率が約 28％と高く、地域による格差も大

きい。セルフプランの場合、保護者が適切な情報

を収集できるのか、保護者負担が過大でないかと

いった懸念やモニタリングがなく継続的な相談

支援ができないなどの問題がある。セルフプラン

率が高い理由についても、相談支援を受託できる

事業所が少ないなどの体制面の課題なのか、相談

支援専門員のスキル不足が要因なのかなどの原

因も未だ不明である。このような状況では、現在

の障害児福祉に求められる ICFの視点から環境因

子の観点を重視し、合理的配慮やソーシャルイン

クルージョンの理念が適切に反映されているか

についての懸念が生じる。 

本研究では、日本全国で地域や障害種別、障害

の軽重による格差なく、ICF の視点を重視し障害

児に対して合理的配慮が適切に行うことができ、

障害児のソーシャルインクルージョンを実現す

るために相談支援専門員が活用できるガイドラ

インの作成を行うことを最終目標として、令和 2

年度は、１）障害児相談支援のガイドラインの理

念の決定、および２）相談支援専門員、保護者、

自治体に対する面接調査による、現状と課題の把

握を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

１）障害児相談支援のガイドラインの理念につい

ての検討 

研究班は、知的障害、発達障害、身体障害、医療

的ケア児に対する医療、心理、福祉領域の専門家か

ら構成され、障害児相談との関わりがある。そこで、

まずは研究班の研究代表者、研究分担者、研究協力

者10名がそれぞれ障害児相談支援に対する現状と

課題について、自由記述で文書にまとめた。そこで

出てきた共通のテーマを検討し、合議によって障

害児相談支援のガイドラインに含めるべき理念を

決定した。 

 

２）相談支援専門員、保護者、自治体に対する面接

調査による現状と課題の把握 

対象 

①相談支援専門員：全体で 30 名のエキスパートの

相談支援専門員を研究参加者として、面接調査を

実施することとした。研究参加者としてのエキス

パートは、「相談支援専門員で、現任研修の受講が

修了し、主任相談支援専門員の受講資格である相

談支援の実務経験（３年以上）を有する者」と定義

した。まず、募集は日本相談支援専門員協会を通じ

て行い、14 名が参加した。残りの 16 名は、研究代

表者、研究分担者それぞれが、選定条件に合致する

相談支援専門員を募集し、研究参加者を選出した。 

面接調査期間に 27 名が参加し、専門資格は、社

会福祉士 16 名，精神保健福祉士 6 名，介護福祉士

5 名（重複回答あり）であった。相談支援の対象と

する障害は、知的障害：81.5%，発達障害：88.9%，

身体障害：70.4%（重複回答あり）であった。 
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②保護者：全体で 20 名を対象とし、障害児相談の

利用の有無（＝セルフプランの有無）、経験してい

るライフステージの移行（小学校就学、中学校就学、

高校就学、成人の計画相談）という 2 つの点で対

象が偏らないように募集し、選出した。 

面接調査期間に 14 名が参加し、母親 11 名、父

親 3 名であった。子どもの年齢は、4～18 歳（就学

前 3 名、小学生６名、中学生 2 名、高校生 2 名（不

明 1 名）であった。子どもの障害は、身体障害：

35.7%，発達障害：42.9%，知的障害：35.7%（重複

回答あり）であった。 

 

③自治体：全体で 10 の自治体を対象とし、人口規

模で 4 つのカテゴリー（人口 50 万人以上の指定都

市、人口 20 万人以上の中核市、人口 5 万人以上の

その他の市、人口 5 万人未満の町村）に分け、対

象が偏らないように募集し、選出した。 

 面接調査期間に 8 自治体 12 名が参加し、指定都

市 2、中核市 2、その他の市 3、町村１であった。 

 

手続き：上記①、②、③の対象に対して、１）で作

成された相談支援ガイドラインの理念各項目に対

して、現在行っていること、課題に感じることにつ

いて、Web 会議システム等を用いた面接調査を実

施した。所要時間は約 1 時間で、相談支援専門員

と保護者に対しては協力の謝礼として 1,000 円の

クオカードを郵送した。調査は 2020年 11月～2021

年 3 月に実施した。 

 

分析方法：自由記述によって得られた回答内容か

らテキストデータを抽出し、川喜田（1967）によっ

て考案された KJ 法に準じた手法（以下、KJ 法的

手法）によって分析を行い、カテゴリーを生成した。

カテゴリー生成は、質的分析を実施した経験のあ

る心理学を専門とする 3 名によって行われた。各

テキストについて類似点、相違点に基づきカテゴ

リー分けした。 

 

倫理的配慮：本調査は、事前に大正大学倫理委員会

による承認を受けて実施された。研究参加者に対

して書面と口頭で研究について説明し、書面で同

意を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

１）障害児相談支援のガイドラインの理念につい

ての検討 

ガイドラインの理念として、①地域アセスメン

ト、②地域資源に関する情報収集、③障害特性を含

めた子どもに関するアセスメント、④（アセスメン

ト結果に基づく）障害児支援利用計画案作成、⑤サ

ービス利用の評価（モニタリングを含む）、⑥ライ

フステージに沿った移行支援、⑦関係機関との連

携、⑧家族支援（家族のアセスメントを含む）の 8

つが決定した。 

 

２）相談支援専門員、保護者、自治体に対する面接

調査による現状と課題の把握 

 面接で得られたデータに基づき、理念 8 つそれ

ぞれに対する現状と課題および生成されたカテゴ

リーについてカテゴリーを生成した。また、8 つの

理念に含まれなかった内容については、その他の

課題としてカテゴリーを生成した。その一覧を表 1

に示し、各理念について図 1～17 に示した。 

 

① 地域アセスメント：現状について 4 つ（図 1）、

課題について 6 つのカテゴリーが抽出された

（図 2）。現状では主に地域アセスメントの方

法として、「人からの情報収集」「会合・研修

会等での情報収集」があること、その際の「地

域アセスメントの内容・観点」、その後の「取
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得した情報の活用方法」について明らかになっ

た。課題は、「地域資源の不足」が最も多く、

「人材不足」「外部連携の困難さ」「情報の一

元化」、その他の「地域アセスメントが機能し

ない理由（例えば、地域アセスメントの重要性

への理解不足など）」も見出された。さらに、

「保護者の要望」としても地域資源の不足が語

られた。 

 

② 地域資源に関する情報収集：現状について 4 つ

（図 3）、課題について 5 つのカテゴリーが抽

出された（図 4）。現状では、地域資源に関す

る情報収集の方法として、「人からの情報収集」

「会合・研修会等での情報収集」「業務を通し

て情報収集」「媒体による情報収集」が挙げら

れた。課題は、まず「地域資源の不足」が挙げ

られ、「情報収集の困難さ」として、地域やラ

イフステージの違いによって情報が収集しに

くいことや、新規施設の情報が入りにくいこと

などが明らかになった。「情報の可視化の困難

さ」としては、文字化しにくい情報があること

や、それぞれの地域資源の質の把握が課題とし

て認識されていた。また「時間・報酬面の課題」

「相談支援専門員の力量」についても課題が見

出された。 

 

③ 障害特性を含めた子どもに関するアセスメン

ト：現状について 5 つ（図 5）、課題について

8 つのカテゴリーが抽出された（図 6）。現状

としては「アセスメントの情報源」として相談

支援専門員がどのようにアセスメント情報を

得ているかが見出された。また、「直接アセス

メントの方法」「間接アセスメントの方法」「ア

セスメントの重視点」、さらには「アセスメン

トを行っていない」現状も挙げられた。課題と

しては、アセスメント方法として「アセスメン

トのツール」について、また「訪問不可」や「連

携」の課題があるためにうまくいっていないこ

となどが語られた。さらには保護者などからの

聞き取りや結果の伝え方など「家族の関わり」、

そしてアセスメントを行う「人材不足」「相談

支援専門員の力量」、さらには「支援の在り方」

の差異によりアセスメントが困難であるとい

う認識、「その他（例えば、外国人へのアセス

メント（価値観や地域性、文化差）」などに課

題があることが挙げられた。 

 

④ （アセスメント結果に基づく）障害児支援利

用計画案作成：現状について 5 つ（図 7）、課

題について 7 つのカテゴリーが抽出された（図

8）。現状としては「アセスメントに基づく計

画」を行っていることが見出され、その際「本

人の特性・ニーズの考慮」「将来を見据えたプ

ラン作成」「その他作成の観点・重視点」があ

ることが明らかになった。さらに現状では、「外

部連携」も行った上で障害児支援利用計画案が

作成されていることがわかった。課題としては、

作成の際、「社会的資源の不足」があること、

「関係者のニード・その差の扱い」をどうする

か、「チェック体制がない」ことへの不安、「労

力の確保」や「相談支援専門員の力量」の難し

さ、「保護者支援の困難さ」「外部連携の必要

性」が見出された。 

 

⑤ サービス利用の評価（モニタリングを含む）：

現状について 4 つ（図 9）、課題について 8 つ

のカテゴリーが抽出された（図 10）。現状とし

ては、「評価のタイミング・頻度」「評価の方

法」「評価の観点」「行政の関わり方」につい

て挙げられた。課題としても、「評価のタイミ
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ング・頻度」「評価の方法」について挙げられ、

さらに「時間のなさ・関係者の負担」「親・本

人の意思確認の困難さ」「スタンダード基準が

ない」「評価者の力量」「連携の困難さ」「そ

の他：経営が先立つ事業所が多い」が見出され

た。 

 

⑥ ライフステージに沿った移行支援：現状につ

いて 9 つ（図 11）、課題について 6 つのカテ

ゴリーが抽出された（図 12）。現状として、

「乳幼児期の支援」「学齢期への移行」「学齢

期の支援」「移行支援の工夫」「進路相談」「保

護者と本人の意向支援」の内容が挙げられ、さ

らに「ライフステージに沿うために意識してい

る観点」「情報提供・情報共有」「啓発活動」

の内容についても挙げられた。課題としては、

「社会資源の不足」が挙げられ、さらに「継続

した支援の困難さ」「異なる支援・ニーズへの

対応」「急な支援要請への対応」など、幅広い

対応が求められているが、そのための「人的課

題・育成の要望」も挙げられた。「その他：相

談支援事業所の不採算性」も見出された。 

 

⑦ 関係機関との連携：現状について5つ（図13）、

課題について 5 つのカテゴリーが抽出された

（図 14）。現状として、「連携対象」が見出さ

れ、その対象である「関係機関との連携のタイ

ミング・頻度」「関係機関との連携の方法」「関

係機関との連携の内容」「留意点」が明らかに

なった。課題としては「連携困難な関係機関」

について挙げられ、さらに「人的課題」「業務

過多（主に「時間がかかるため」）」があって

うまくいかないこと、また「特に連携が困難な

ケース」として子どもではなく、家族支援の方

が必要なケースが挙げられた。また、「利用者

（保護者）の要望」も見出された。 

 

⑧ 家族支援（家族のアセスメントを含む）：現状

について 6 つ（図 15）、課題について 9 つの

カテゴリーが抽出された（図 16）。現状とし

て、まずは「家族アセスメントのスタンス・心

掛け」「家族アセスメント方法」「家族アセス

メント観点」「家族アセスメントは行わない」

が見出され、さらに「家族支援の方法」「家族

支援における伝え方の工夫」が明らかになった。

課題としては、家族支援・家族アセスメントは

「できない」というものから、「人的課題」「経

営上の課題」「支援範囲への迷い」「支援困難

な家族」「家族支援の観点に関する課題」「家

族支援の内容」「保護者の要望」「スタンダー

ド基準がない」が見出された。 

 
⑨ その他の課題：その他の課題として、「情報共

有の課題」「相談員の業務負荷」「研修の要望」

「スタンスの課題」「経済的課題」という 5 つ

のカテゴリーが見出された（図 17）。 

 

なお、抽出されたカテゴリーは独立的な関係性

ではなく、各事業所や各個人で同時に複数の感想

が重なっている場合が多く見受けられた。 

 

Ｄ．考察 

 本研究は、日本全国で地域や障害種別、障害の軽

重による格差なく、ICF の視点を重視し障害児に対

して合理的配慮が適切に行え、障害児のソーシャ

ルインクルージョンを実現するために相談支援専

門員が活用できるガイドラインの作成を行うこと

を最終目標として、令和 2 年度は、ガイドライン

の理念を創設し、相談支援専門員、保護者、自治体

に対する面接調査によって、現状と課題の把握を
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目的として実施した。 

 

１． 地域アセスメントと地域資源の情報収集 

地域特性のアセスメントおよび地域資源の情報

収集については、人や会合・研修会、業務を通じて

情報収集している現状が明らかとなった。他方、地

域資源の不足が課題としてあげられ、さらに情報

の可視化の困難さや情報の一元化も課題としてあ

げられた。支援資源が不足している状況について

は、一朝一夕には改善できないと考えられるが、も

ともと可視化することが困難な地域特性や障害児

支援事業所の支援内容等について、現在の情報収

集のありようでは、相談支援専門員がアクセスで

きる内容や量に大きなバラツキが生じることは当

然であろう。 

本研究班は、「障害児相談支援における基礎的知

識の可視化のための研究」が求められている。地域

特性や障害児支援事業所の特長について、できる

限り一元管理する方法、および利用者にとっても

相談支援専門員にとっても有用となる情報の整理

の方法を検討することが肝要であろう。 

 

２． 障害特性を含めたアセスメント、障害児支援

利用計画案作成、およびサービス利用の評価

と家族支援について 

 障害特性を含めたアセスメントについては、直

接アセスメント、間接的なアセスメントの両方を

行っていることと、重視している点が明らかとな

った。他方、障害児支援利用計画案が毎回同じよう

な内容になっている等、アセスメントが適切に行

われていない現状があることも明らかとなった。 

 課題に関しては、障害特性を含めたアセスメン

トの視点の共通理解がないことや、アセスメント

のフォーマットがないことが指摘され、障害特性

を含め、個人の全体的な生活機能に関する簡便な

アセスメントシートの開発が必要と考えられた。 

 障害児支援利用計画書については、アセスメン

トに基づく計画を行っていることが見出され、そ

の際に本人の特性・ニーズを考慮し、将来を見据え

たプランとなるように作成されていること、それ

以外にも作成の際の観点や重視点が明らかとなっ

た。障害児支援利用計画書に関しては、本人主体の

計画とすることは当然であり、アセスメントが適

切に行われることで適切な計画案につながると考

えられ、先述したアセスメントシートの開発が急

がれる。 

 モニタリングや評価に関しては、その方法、頻度、

タイミング等が現状と課題の両方としてあげられ

た。保護者が就業している場合には、モニタリング

の日程調整がより困難になり、また新型コロナウ

ィルスの感染拡大の影響により、障害児支援事業

所への訪問ができずに、電話でのみのモニタリン

グとなる場合も少なくないことが明らかとなった。

障害児の場合は、関係者も多くなり、時間がかかる

ことやスタンダード基準がないことが課題として

あげられた。 

 モニタリングに関しては、国が標準期間を示し

ているものの、その内容については明確化してお

らず、相談支援事業所に委ねられている現状があ

る。標準期間だけでなく、方法、内容についてもス

タンダードを示すことが求められている。並行し

て、その報酬についても検討が求められるであろ

う。 

 家族支援に関しては、アセスメントのスタン

ス・心掛け、方法、観点が整理され、家族支援の

方法やその際の伝え方の工夫などが明らかにな

った一方で、家族アセスメントは行わない現状が

あることも示された。課題としては、家族支援・

家族アセスメントはできない、スタンダード基準

がないこと、人的資源の不足、困難事例への対応
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などがあげられた。現状の実践をもとにスタンダ

ードを示す必要性が明らかとなった。 

 障害児本人と家族のアセスメント、それに基づ

く障害児支援利用計画書、モニタリングとそれに

基づく利用計画の見直しは、一体的に実施される

必要があり、そのためにもアセスメントとモニタ

リングのスタンダードを分かりやすく示すこと

が肝要である。とりわけ、アセスメントシートは、

相談支援事業所で独自のものを作成しているこ

とが多くみられ、日本全国で共通に使用でき、障

害特性や障害児の環境も含めて障害児の全体像

を簡便にアセスメントするためのアセスメント

シートの開発が望まれる。 

 

３． ライフステージに沿った移行支援 

乳幼児期の支援、学齢期への移行、学齢期の支援、

移行支援の工夫、進路相談、保護者と本人の意向支

援、関連機関への情報提供・情報共有が行われてい

る現状が明らかとなり、ライフステージに沿った

支援となるために意識している観点も示された。 

 ライフステージに沿った移行支援のために、

様々な課題があるものの、モニタリングのタイミ

ングと合わない場合があるという課題が指摘され

た。移行期の場合は、他の期間と同様に一律に 6 か

月にせずに、頻度を高くモニタリングする必要が

ある事例も少なくないと考えられ、モニタリング

のスタンダードを検討する際には、平常時と移行

期の頻度を分けて検討する必要がある可能性があ

る。 

 

４． 関係機関との連携 

関係機関との連携については、連携対象、タイミ

ング・頻度、方法、内容、留意点等が明らかになり、

一方で、同じことが課題としてあげられていた。ま

た、連携困難な関係機関や事例の場合の対応が課

題となっていた。連携に関しては、連携対象や機関

の都合等もあるため、相談支援のガイドラインを

整備するだけでは対応が困難なことも多いことが

予想される。地域の関係機関が分野を超えて連携

していく仕組みづくりを自治体が先導していくこ

とが求められるのではないだろうか。 

 

Ｅ．結論 

地域アセスメントと地域資源に関する情報収集

に関しては、地域特性や障害児支援事業所の特長

について、できる限り一元管理する方法、および利

用者にとっても相談支援専門員にとっても有用と

なる情報の整理の方法を検討する必要性が示され

た。また、障害児本人と家族のアセスメント、それ

に基づく障害児支援利用計画書、モニタリングと

それに基づく利用計画の見直し、ライフステージ

に沿った移行支援は、一体的に実施される必要が

あり、そのためにも胸痛で使用できるアセスメン

トシートを作成するなど、アセスメントとモニタ

リングのスタンダードを分かりやすく示す必要性

が明らかとなった。連携に関しては、連携対象や機

関の都合等もあるため、地域の関係機関が分野を

超えて連携していく仕組みづくりを自治体が先導

していくことが求められると考えられる。以上よ

り、障害児相談支援のガイドラインの整備が急務

であることが改めて確認された。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 なし 

2.  学会発表 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

 1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3.その他 なし 
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表１  障害児相談支援の現状と課題 

① 地域アセスメント 現状 人からの情報収集 
会合・研修会等での情報収集 
地域アセスメントの内容・観点 
取得した情報の活用方法 

課題 地域資源の不足 
人材不足 
外部連携の困難さ 
情報の一元化 
地域アセスメントが機能しない理由 
保護者の要望 

② 地域資源に関する情報
収集 

現状 人からの情報収集 
会合・研修会等での情報収集 
業務を通して情報収集 
媒体による情報収集 

課題 社会資源の不足 
情報収集の困難さ 
情報の可視化の困難さ 
時間・報酬面の課題 
相談支援専門員の力量 

③ 障害特性を含めた子ど
もに関するアセスメン
ト 

現状 アセスメントの情報源 
直接アセスメントの方法 
間接アセスメントの方法 
アセスメント重視点 
アセスメントを行っていない 

課題 アセスメントのツール 
訪問不可 
連携 
家族の関わり 
人材不足 
相談支援専門員の力量 
支援の在り方 
その他 

④ (アセスメント結果に
基づく)障害児支援利
用計画案作成 

現状 アセスメントに基づく計画 
本人の特性・ニーズの考慮 
将来を見据えたプラン作成 
その他作成の観点・重視点 
外部連携 
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課題 社会的資源の不足 
関係者のニード・その差の扱い 
チェック体制がない 
労力の確保 
相談支援専門員の力量 
保護者支援の困難さ 
外部連携の必要性 

⑤ (アセスメント結果に
基づく)サービス利用
の評価 

現状 評価のタイミング・頻度 
評価の方法 
評価の観点 
行政の関わり方 

課題 評価のタイミング・頻度 
評価の方法 
時間のなさ・関係者の負担 
親・本人の意思確認の困難さ 
スタンダード基準がない 
評価者の力量 
連携の困難さ 
その他 

⑥ ライフステージに沿っ
た移行支援 

現状 乳幼児期の支援 
学齢期への移行 
学齢期の支援 
移行支援の工夫 
進路相談 
保護者と本人の意向支援 
ライフステージに沿うために意識している観点 
情報提供・情報共有 
啓発活動 

課題 社会資源の不足 
継続した支援の困難さ 
異なる支援・ニーズへの対応 
急な支援要請への対応 
人的課題・育成の要望 
その他 

⑦ 関係機関との連携 現状 連携対象 
関係機関との連携のタイミング・頻度 
関係機関との連携の方法 
関係機関との連携の内容 
留意点 
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課題 連携困難な関係機関 
人的課題 
業務過多 
特に連携が困難なケース 
利用者（保護者）の要望 

⑧ 家族支援 現状 家族アセスメントのスタンス・心掛け 
家族アセスメントの方法 
家族アセスメントの観点 
家族アセスメントは行わない 
家族支援の方法 
家族支援における伝え方の工夫 

課題 できない 
人的課題 
経営上の課題 
支援範囲への迷い 
支援困難な家族 
家族支援の観点に関する課題 
家族支援の内容 
保護者の要望 
スタンダード基準がない 

その他 課題 情報共有の課題 
相談員の業務負荷 
研修の要望 
スタンスの課題 
経済的課題 
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